
暴力団関係事業者の排除に関する特記仕様書 

 

妨害又は不当要求に対する届出義務 

１ 受注者は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から妨害

（不法な行為等で、業務履行の障害となるものをいう。）又は不当要求

（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がない

にもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程

度が社会的に正当なものと認められないものをいう。）を受けた場合は、

市へ報告し、警察へ被害届を提出しなければならない。 

２ 受注者が１に規定する妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、

前項の報告又は被害届の提出を行わなかった場合は、競争入札による

契約又は随意契約の相手方としない措置を講じることがある。 

 

発注者の解除権 

第1条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契

約を解除することができる。 

 (1) 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業 

  所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を

有する代表者及び理事等、個人にあってはその者及び支店又は営業

所を代表する者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員等（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77

号）第 2条第 2号に規定する暴力団（以下この項において「暴力団」

という。）の構成員、及び暴力団と関係を持ちながら、その組織の威

力を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。以下この項にお

いて同じ。）であると認められるとき。 

(2) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力 

  団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等（法人そ

の他の団体又は個人をいう。以下この項において同じ。）を利用する

などしていると認められるとき。 

(4) 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等 

  が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金を

供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は

関与していると認められるとき。 

(5) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難され 

 るべき関係を有していると認められるとき。 



(6) 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等である 

ことを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

２ 前項各号のいずれかに該当し、かつ、発注者が契約を解除した場合

における当該契約解除に係る違約金の徴収については、名古屋市契約

規則（昭和39年名古屋市規則第17号）第45条第2項又は第3項の規定に

基づく本約款の手続によるものとする。 


